
資料３-１

浦安市各小学校地区児童育成クラブ運営委託仕様書

（事業概要）

第１条 浦安市各小学校地区児童育成クラブ運営事業とは、児童福祉法（昭和 22 年法律第

164 号）第６条の３第２項に基づく放課後児童健全育成事業を行う事業で、保護者が就労等

により昼間家庭にいない小学生児童を対象に、その放課後等の時間帯に家庭に変わる生活

の場を提供する事業である。また、実施に関しては、「放課後児童クラブ運営指針」（平成

27 年３月 31 日雇児発 0331 第 34 号）に基づくものとする。

（目的）

第２条 この仕様書は、浦安市（以下「委託者」という。）が運営事業者（以下｢受託者｣とい

う。）に委託する各小学校地区児童育成クラブ（以下「クラブ」という。）の放課後児童健

全育成事業に関し、「浦安市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準等を定め

る条例」（以下「条例」という。）に基づき、クラブの適正な運営が図られることを目的と

する。また、実施するにあたり、浦安市放課後うらっこクラブ実施要綱（以下「実施要綱」

という。）に基づくものとする。

（業務委託の内容）

第３条 受託者は、次に掲げる業務を実施するものとする。

（１） 入会児童の支援に関すること。

（２） 入会児童等の保健衛生に関すること。

（３） クラブの清潔、整頓その他の環境整備に関すること。

（４） その他、クラブの管理・運営に関すること。

（一体的運営）

第４条 受託者は、クラブ及び放課後子ども教室（以下「子ども教室」という。）の一体的運

営を図る仕組みを、次の通り設けること。

（１） クラブ登録児童及び子ども教室登録児童の受付場所を分け、ランドセル等を置くロッ

カーも別々にすること。

（２） クラブ登録児童で交流活動を望まない児童用に専用の児童室を１室以上設けること。

（３） クラブ登録児童及び子ども教室登録児童が毎日クラブの児童室（（２）を除く。）また

は、子ども教室実施場所で、遊ぶことができるようにすること。

（４） その他、一体的運営にかかわること。

（開所日等）

第５条 開所日及び開所時間は次に定めるとおりとする。

（１）開所日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 25

年法律第 178 号）に規定する休日及び年末年始（１月２日及び同月３日並びに 12 月 29 日

から同月 31 日まで）は除くものとする。

（２）開所時間は、次のとおりとする。ただし、土曜日及び小学校の長期休業期間等の開所

時間については、利用を希望する児童がいる場合において、午前７時 30 分から開所するも

のとする。



区 分 開 所 時 間

入会児童が通う小学校の平常授業日 下校時から午後７時 30 分まで

入会児童が通う小学校の短縮授業日 下校時から午後７時 30 分まで

土曜日 午前８時から午後７時 30 分まで

入会児童が通う小学校の夏季・冬季・学

年末・学年初め休業期間、臨時休校日
午前８時から午後７時 30 分まで

その他、緊急時等 市長が必要と認めた時間

（クラブ定員数）

第６条 クラブの定員数は、資料２-５「浦安市各小学校地区児童育成クラブ定員・支援

員数一覧表」を原則とする。

２ 特別な支援を必要とする児童（以下「支援児」という。）については、別途協議す

る。

（入会説明会の開催）

第７条 受託者は、新年度の入会に先立ちクラブ入会説明会を開催し、保護者等の意見を聴

取するとともに、クラブの規則等を周知するものとする。

（随時入会許可者への面接）

第８条 受託者は、委託者がクラブの随時入会を許可した児童及びその保護者と面接を行い、

クラブの運営規則等を周知し、必要に応じて入会についての意見を書面で委託者に報告す

るものとする。

（おやつの提供）

第９条 受託者は、クラブにおいておやつを提供するものとする。なお、おやつについては、

保護者負担金で購入するものとする。

２ 受託者は、遺伝子組み替え食品と表示されているものは使用しないものとする。また、

遺伝子組み替え食品のおそれのあるものなどについても使用しないよう努めるものとする。

３ アレルギー等の児童に対しては、保護者と相談のうえ個別の対応をするように努めるも

のとする。

（職員の配置等）

第 10 条 受託者は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）を遵守し、次の配置基準により放

課後児童支援員（以下「支援員」という。）及び補助員を配置するものとする。

（１）主任支援員

各クラブに運営を統括する主任支援員を１人配置する。

（２）支援員

支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上（うち１人は担任）とする。ただし、その１

人を除き、補助員（常勤）をもってこれに代えることができる。

（３）支援員（大規模加配）

入会児童の数が 30 人を超える場合、20 人ごとに支援員を 1 人配置する。ただし、補助

員をもってこれに代えることができる。

なお、入会児童の数から支援児の数は除くものとする。

（４）支援員（支援児加配）

支援児が入会した場合、必要とする支援の内容により支援員を配置する。ただし、補

助員をもってこれに代えることができる。



２ 職員の職種による資格要件は次のとおりとする。

（１）主任支援員

次の要件をいずれも満たす常勤職員

・条例第 11 条第３項に規定する都道府県知事又は指定都市の長が行う放課後児童支援員

認定資格研修（以下「認定資格研修」という。）を修了した者であり、原則として、保

育士又は教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条に規定する免許状を有する

者。

・年齢が原則として 30 歳以上の者。

・児童との関わりの体験・経験がある者で、クラブを適切に運営できる者。

（２）支援員

次の要件をいずれも満たす常勤職員

・条例第 11 条第３項に規定する都道府県知事又は指定都市の長が行う認定資格研修を修

了した者。

・児童との関わりの体験・経験がある者。

（３）支援員（大規模加配）

次の要件をいずれも満たす職員

・条例第 11 条第３項に規定する都道府県知事又は指定都市の長が行う認定資格研修を修

了した者。

・児童との関わりの体験・経験がある者。

（４）支援員（支援児加配）

・条例第 11 条第３項に規定する都道府県知事又は指定都市の長が行う認定資格研修を修

了した者。

・支援が必要な児童との関わりの体験・経験がある者。

（５）補助員

児童との関わりの体験・経験がある者。

３ 第 1 項の基準により、職員の配置人数は資料２-５「浦安市各小学校地区児童育成クラブ

定員・支援員数一覧表」のとおりとする。

入退会により児童数に変動が生じた場合は、同基準により配置も変動する。

（職員研修）

第 11 条 受託者は、職員の健康管理に努め、随時、職員の研修を実施し、質の向上に努める

ものとする。

（アンケートの実施）

第 12 条 委託者が実施する入会児童の保護者に対するクラブ利用に関するアンケートにつ

いて、受託者は協力するものとする。

（規則等）

第 13 条 受託者は、実施要綱に基づき、クラブ運営協議会規約、クラブの運営規則を定め、

委託者に提出しなければならない。

（関係書類の整備及び廃棄）

第 14 条 受託者は、業務委託に関連する入会児童に関する書類、日誌その他関係書類を整備

し、各年度の業務委託終了後から５年間保存しなければならない。



２ 保存年限が経過した関係書類については、浦安市個人情報保護条例に基づき廃棄し、そ

の旨を書面にて委託者が用意する様式を用いて委託者へ提出すること。

（関係書類の提出）

第 15 条 受託者は、「浦安市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要領」（以下「要領」

という。）に基づき、次に掲げる項目について委託者に速やかに提出するものとする。ただし、

内容に変更が生じた場合はその都度委託者に提出するものとする。

（１）放課後児童健全育成事業開始届（要領第１号様式）

（２）定款又は基本定款その他これに類するものの写し

（３）クラブの運営方針

ア 実施要綱に基づくクラブの運営規程

イ クラブ運営協議会規約

（４）収支予算書及び事業計画書

（５） 職員の定数及び職務の内容

（６） 職員名簿（要領第４号様式）

（７） 職員全員の履歴書

（８） 保育士又は教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条に規定する免許状（写）

（９） 条例第 11 条第３項に規定する都道府県知事又は指定都市の長が行う認定資格研修の

修了書（写）

（10） 安全管理等の計画

ア 条例第７条１項に基づく防災計画

イ 消防法第８条に基づく消防計画

ウ 条例第７条の２の１項に基づく安全計画

エ 条例 13 条の２に基づくクラブの業務継続計画

オ 条例 14 条の第１項、第２項及び第３項に基づく衛生管理についての計画

２ 受託者は、次に掲げる項目について、契約締結後に委託者が用意する様式を用いて各報

告書を作成し、委託者に毎月提出するものとする。

（１） 児童出席簿

（２） 児童数報告表

（３） 児童出席率表

（４） 日誌

（５） 支援児日誌

（６） 職員勤務状況報告書

（７） 職員勤務予定表

（８） その他、委託者が提出を求めるもの

３ 受託者は、委託者が用意する様式を用いて年度事業実績報告書を作成し、委託者へ各年

度の終了の日から１か月以内に提出するものとする。

４ 次に掲げる項目は、その事由が発生したときに報告するものとする。

（１）入会児童に学校保健安全法施行規則（昭和 33 年文部省令第 18 号）第 19 条に規定する

伝染病の発生があった場合

（２）保護者及び近隣から苦情、要望などがあった場合



（物品等の購入・管理保全）

第 16 条 受託者は、クラブの運営に必要な物品があったときは、保護者負担金で購入するも

のとし、次の点に留意するものとする。

（１）受託者は、購入する物品等について、原材料に内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境

ホルモン）を有する等人体に有害な影響を及ぼすおそれのある製品は購入しないよう努

めるものとする。

（２）受託者は、購入した物品等を使用目的に応じて分類するとともに、購入単価５万円を

超える物品等については、品名、数量、購入年月日、購入金額（消費税を含む。）、購入

先等を記載した備品台帳を整備し、事業実績報告書に添付し委託者へ提出しなければな

らない。

２ 受託者は、物品等について、善良な管理者の注意義務をもって管理するとともに、経年

劣化及び故意でない事故を除く破損、滅失等した場合は受託者が同等のものをもって補充

し、その使用に支障のないようにしなければならない。

３ 受託者は、購入単価（消費税を含む。）５万円以上の物品について、常に数量、使用場所及

び使用状況の把握に努めるとともに、滅失及び補充があったときは備品台帳に記載するも

のとする。

４ 受託者は、管理している物品等を、業務委託の目的以外の用途に使用しないものとし、併

せて第三者に貸与し、または譲渡してはならない。

（施設の管理区分）

第 17 条 委託者は、建物及び建物付帯設備の管理を行うものとし、受託者の行う業務に

支障のないように努めるものとする。

（施設の貸与の禁止）

第 18 条 受託者は、施設等について次の事項を行ってはならないものとする。ただし、あら

かじめ委託者の承諾を受けたときは、この限りでない。

（１）施設の構造、造作物を改変すること。

（２）本業務委託の目的以外に使用すること。

（施設の不備の報告）

第 19 条 受託者は、施設及びその付帯施設に不備や不具合がある場合は、委託者に報告する

ものとする。

２ 受託者は、災害その他の事故により施設等が滅失、損傷した場合は、直ちに委託者に次

の事項を記載した報告書を委託者に提出するものとする。

（１）損傷した箇所

（２）損傷理由及び状況

（３）保全又は復旧のためにとった応急措置

３ 委託者は、受託者の報告及びその他の事由により滅失又は損傷の事実を知ったときは、

関係機関と協議のうえ速やかにその対応策をとり、受託者に連絡するものとする。

（事故責任及び損害賠償）

第 20 条 業務委託の実施に当たり、受託者の責に帰すべき事由により委託者又は第三者

に損害を与えたときは、受託者は、その損害を賠償する責を負うものとする。

２ 施設及びその付帯施設の施工上の不備や不具合により受託者又は第三者に損害を与



えたときは、委託者は、その損害を賠償する責を負うものとする。

（保険への加入）

第 21 条 受託者は、保護者負担金により、入会児童への傷害保険に加入するものとし、事故

等があった場合には、委託者に通知するとともに請求手続きを代行するものとする。

２ 傷害保険は、死亡 300 万円、通院 1 日 1,500 円、入院 1 日 4,000 円以上のものであるこ

と。

３ 受託者は、受託者の負担により、物品等について火災保険に加入するものとする。

（調査）

第 22 条 委託者は、受託者に対して、必要に応じて業務委託の実施状況について報告を求

め、又は調査することができるものとする。

（苦情解決担当者の設置）

第 23 条 受託者は、その行った支援に関する利用者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情解決担当者及び窓口を設置する等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。

（放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善）

第 24 条 受託者は、放課後児童支援員に対し、経験年数や研修実績等に応じた段階的な賃金

改善の仕組みを国及び県が定める補助金交付要綱に基づき設けるようにすること。

（緊急連絡）

第 25 条 気象警報や不審者情報等を速やかに受信するため、携帯電話・タブレット等を用意

し、委託者からの一斉メールや市からのお知らせを受信できるようにすること。

（緊急措置）

第 26 条 活動中の事故または疾病等の理由により活動に支障があると認めた場合には、保護

者へ連絡するなど適切な措置を講じるとともに、直ちに委託者に報告しなければならない。

報告後速やかに事故報告書を提出すること。


